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(事業№ 21 )

【総事業費】

8,436千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

事業名 介護事業所内保育施設運営費補助

県全域

介護事業所内保育施設設置者

※H30執行残

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（中項目） 子育て支援
（小項目） 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業

事業の有効性
と効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：保育施設利用者の増
→　未達（年間延べ利用児童数　R4：145人　→　R5：76人）

（事業の有効性）
　子育て中の介護職員等が安心して就労でき、介護職員の早期離職の防止や
介護サービスの質の向上等につながる。

（事業の効率性）
　各介護事業所が実施することで、地域における事業実施を行うことができ
る。

令和５年４月１日～令和６年３月３１日
□継続　／　■終了

　介護事業所内保育施設の運営に係る人件費分を補助

　受入対象の乳児又は児童は、介護事業所内に保育施設を整備する施設に勤
務する介護職員の子（乳児又は児童）のほか、余裕のある範囲内で、近隣の
介護保険施設・事業所に勤務する介護職員の子（乳児又は児童）を対象とす
る。

事業所内保育施設：４施設（各定員１０名）

事業所内保育施設　３施設

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　事業計画で対象としていた施設が利用児童なしのため申請しなかったこと
などによって未達成となった。しかし、利用児童がある保育施設への補助は
行われており、今後は県内の介護事業所内保育施設数等を勘案し、アウト
プット指標の見直しを行う。

背景にある医療・
介護ニーズ

子育てする介護職員の負担軽減により、働きやすい職場環境の推進を図る。

アウトカム指標：事業所内保育　定員４０名

H30執行残 454

R1執行残 4,193

R2執行残 1,189

R5新規申請 2600

総事業費 8,436


